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訪問型・通所型サービスにおけ
る活動支援



地域リハビリテーション活動支援事業





言語聴覚士の活用：介護予防・生活支援サービス事業
介護職員等への助言などを実施することで通所や訪問介護における自立支援に資する取組を促進する

①訪問型サービス

②通所型サービス

③その他の生活支援サービス

訪問型サービスC

訪問型サービスB

訪問型サービスA

従前の訪問介護相当

訪問型サービスD（移動支援）

通所型サービスC

通所型サービスB

通所型サービスA

従前の通所介護相当

④介護予防ケアマネジメント



介護予防 サービスの類型
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介護予防マニュアル第4版
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介護予防事業にかかわる
機関と専門職



介護予防マニュアル改訂版

都道府県



都道府県の役割

市町村を支援する立場として、相談に対して助言や支援を
行うと共に、広域で人材育成・人材確保等を担う．
•市町村の総合事業の検討状況の把握や必要な支援についての調査等
の現状把握

•相談への助言・支援や好事例などの収集・情報提供

•総合事業において中核を担う市町村職員や地域包括支援センターの
職員、生活支援コーディネーターなどに対する研修、保健師やリハビリ
専門職等の広域派遣調整等の人材育成・人材確保

•市町村間や各団体・組織との連絡調整、ネットワーク化等の広域調整等



市町村の役割

介護予防事業を行う中核的立場であり，その計画立案と予算
編成を行い、事業評価をもとに、計画を見直し、よりよい介護予
防事業を行えるまちづくりを進める．

•総合事業への移行

•介護保険事業計画の立案と実行

•予算編成

•地域包括支援センターのマネジメント

•事業評価と計画見直し



介護保険事業計画
（市町村介護保険事業計画）

第百十七条 市町村は、基本指針に即して、三年を一期とする当該市
町村が行う介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画
を定めるものとする。

介護保険法「第七章介護保険事業計画
第百十六条から第百二十条」

その市町村の現状や課題を調査した上で計画を策定

日常生活圏域ニーズ調査結果
地域ケア会議で把握された地域課題
医療・介護情報の「見える化」システム

ぜひ一度
目を通しましょう



計画の位置付け
○○市第４次総合計画

第４次基本構想：平成23年度～平成32年度
前期基本計画：平成23年度～平成27年度

第6次老人保健福祉計画
（根拠法：老人福祉法）

第5期介護保険事業計画
（根拠法：介護保険法）

○○市第3次障害者計画
（根拠法：障害者基本法）

第3期○○市障害福祉計画
（根拠法：障害者自立支援法）

○○市次世代育成支援行動計画
（根拠法：次世代育成支援対策推進法）

健康○○21改訂版
（根拠法：健康増進法）

○○市特定健康診査等実施計画
（根拠法：高齢者の医療の確保に関する法律）

○○市高齢者保健福祉計画
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介護予防に関わる行政機関・関連団体

✓ 地域で介護予防事業を展開する際には，同じく地域で
介護予防に関わる事業をしている行政機関や関連団体
との連携が必須．

✓ 主な行政機関・関連団体とその役割を理解する．

1.地域包括支援センター

2.市町村社会福祉協議会

代表的な機関・団体



介護予防に関わる行政機関

✓ 地域包括支援センター（包括）

[介護保険法第百十五条の四十六第1項]

・・・地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援
助を行うことにより，その保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に
支援することを目的とする施設．

[介護保険法第百十五条の四十六第2項]

市町村は，地域包括支援センターを設置することができる．

1. 市町村が設置する直営型
2. 市町村が事業委託をする委託型

運営形態





地域包括支援センターの役割と職員

1. 介護予防ケアマネジメント事業
→ 介護予防事業の実施・介護予防サービス計画の作成など

2. 総合相談・支援事業
→ 地域住民の相談窓口・関連制度や機関の紹介

3. 権利擁護事業
→ 成年後見人制度・高齢者虐待への対応

4. 包括的・継続的ケアマネジメント事業
→ 居宅介護支援事業の介護支援専門員への後方支援

保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員

職員構成



保健師 所属と業務
保健センター 保健所 地域包括支援センター

施設概要 特別区や市町村が設置す
る行政機関

都道府県・特別区・指定都
市・中核市・政令市が設置
する行政機関

地域で暮らす高齢者や障がい
者等の健康や生活の支援を中
心に，地域の保健医療福祉の
向上を包括的に行う中核機関

対象及び業
務

乳幼児や妊婦、成人、高齢
者、障がい者を含め、すべ
ての年代における幅広い
健康レベルの地域住民を
対象とした保健・福祉の総
合的な相談や地域づくり

難病や結核等の疾患を療
養する者及び精神障害者
への相談・支援
市町村保健師と連携した
地域全体の健康問題の把
握・調査を行い、対策を講
じる

高齢者の介護予防を中心とし
たケアマネジメント、高齢者や障
がい者の権利擁護事業を担う
地域の多様な保健・医療・福祉
機関間相互の連携やネットワー
クを強化する上での橋渡し役、
コーディネーター役を担う

一般社団法人 全国保健師教育機関協議会ホームページ



介護予防に関わる関連機関

✓ 市町村社会福祉協議会（社協）
[社会福祉法百九条の一]
・・・地域福祉の推進を図ることを目的とする団体・・・
[新・社会福祉協議会基本要項（1992年）]
1. 地域住民と社会福祉事業者等で構成
2. 誰もが安心して暮らすことのできる地域福祉の実現
3. 福祉活動の組織化・社会福祉事業の連絡調整，企画，実施
4. 公共性と自主性を有する民間組織（社会福祉法人）

• 民間組織ではあるが，公共性のある福祉事業を行っているという性格上，
行政と組織・事業・財政・人事での関係が深い．

• 財源は，介護保険事業収入，委託金，補助金が主である．

組織の特徴



市町村社会福祉協議会の事業と職員

1. 法人運営
→ 法人の管理運営

2. 地域福祉活動推進
→ 福祉のまちづくり・福祉コミュニティづくり
※介護予防関連では，「ふれあい・いきいきサロン」

3. 福祉サービス利用支援
→ 福祉サービス利用者の相談・支援

4. 在宅サービス
→ 介護サービス事業

住民及び住民組織・社会福祉事業者・事務職員・事業職員・その他

構成員



包括や社協との連携

✓ 包括や社協の職員は，その業務上，地域住民や住民組織（自治
会など），福祉事業関係者（介護保険事業者，各種施設，民生
委員など），行政（福祉課・介護保険課・高齢者支援課など）と
の豊富なネットワークを持っている．

✓ 包括や社協の職員は，現場レベルで地域の福祉課題を肌で感
じ取って，よく知っている．

包括や社協と連携することで，ネットワークを利用した効率的な予防事業，地
域課題にあった効果的な予防事業，を展開することができる．



介護予防事業の
評価（効果測定）



個人レベルの効果測定

個人の参加目的に応じた目標の達成度

個人の介護予防計画における目標の達成度

•生活機能（心身機能、活動、参加）の向上

•主観的健康感・幸福感

 ⇒本人の実感が重要

•活動の習慣化，継続性

⇒活動の空間的・時間的拡大に注目



主観的健康感と生命予後
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自分自身で健康と感じる高齢者は生存率が高い．
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事業効果のとらえ方

事業計画における目標の達成度
【事業の伸び】

• 活動の場の増加

• 参加者数の増加

【人材育成】

• ボランティア養成者数の増加

【費用効果】

• 介護保険サービス卒業者の増加

• 新規要介護認定者数の抑制

• 介護保険料の抑制

①地域に対して
どのような効果があったか？
②当初の目標（見通し）と
比べてどうであったか？



事業評価ー茨城県版介護予防事業評価票を参考に

【対象】

•サービス提供事業所

•地域包括支援センター

•保険者（市町村）

【評価内容】

•プロセスに関する評価

•アウトプットに関する評価

•アウトカムに関する評価
茨城県「介護予防事業評価」報告書H23.3



プロセスに関する評価
サービス事業所

主に対象者個人に対する取り組
みの実施状況

地域包括支援センター
介護予防ケアマネジメントに加え，参
加していない者への働きかけ

市町村
普及啓発，事業全体の管理・運営に加え，
ボランティアや住民等の活動支援

・事前・事後アセスメントの実施

・個別サービス計画の作成

・重要事項の説明

・個人情報の管理

・モニタリングの実施
（実施状況，目標達成度）

・対象者の把握と分析

・課題分析

・介護予防ケアプランの作成

・サービス担当者会議等の場での関
係者との連携

・個人情報の管理・同意の有無

・モニタリングの実施

・認知症や閉じこもりなど事業参加
への働きかけ

・事業につながらなかった者に対す
るフォローアップ

・介護予防に関する情報の積極的な普及啓発
活動
・対象者の適切な把握・選定
・事業の企画・実施・評価への住民の参画
・事業の質を管理するシステムの確立

・介護予防プログラムの効果をモニタリングす
るシステムの確立

・関係機関との連携

・ボランティアや住民グループ（自主グループ）
の適切な把握・連携

・ボランティア・住民グループ（自主グループ）
のリーダー等育成研修会の開催

・ボランティアや住民グループ（自主グループ）
支援



アウトプットに関する評価
サービス事業所
介護予防サービスの

実施状況

地域包括支援センター
介護予防サービスの

実施状況

市町村
訪問型，通所型だけでなく，
各介護予防に関わる事業の

実施状況

開催回数（訪問回数）

参加予定者数

参加者人数

介護予防事業中断者の数

介護予防事業の
最終評価ができた者の数

開催回数（訪問回数）

参加予定者数

参加者人数

介護予防事業中断者の数

介護予防事業の
最終評価ができた者の数

介護予防マネジメント実施件数
介護予防事業の参加者数

介護予防事業中断者数および割合
介護予防事業最終評価者数および割合

講演会の開催回数，参加者数
相談会の開催回数，参加者数
イベントの開催回数，参加者数

ボランティア・住民グループ（自主グループ）育
成のための研修会の開催回数，参加者数
ボランティア・住民グループ（自主グループ）へ

の支援・協力等の
実施回数，参加者数

介護予防教室の開催回数，参加者数



アウトカムに関する評価
サービス事業所

主に対象者個人の変化
地域包括支援センター

対象者個人の変化と要介護認定
率やハイリスクからの改善率

市町村
介護予防事業の対象・非対象者に占める
要介護認定率の比較
住民主体の活動

下記の評価尺度における参加
者数および割合

生きがい意識尺度
改善・維持・悪化

主観的健康観
改善・維持・悪化

基本チェックリスト点数
改善・維持・悪化

下記の評価尺度における参加者
数および割合

生きがい意識尺度
改善・維持・悪化

主観的健康観
改善・維持・悪化

基本チェックリスト点数
改善・維持・悪化

要支援・要介護認定者数

二次予防事業対象者外となった
者の割合

全高齢者人口
事業対象者数・割合
事業対象者からの新規要支援・要介護認定者数
および割合
事業非参加者からの新規要支援・要介護認定者
数および割合
事業対象者数
生きがい意識尺度
主観的健康観
基本チェックリスト
事業対象者から要支援・要介護認定者の数およ
び割合

新規に創設されたボランティアや住民グループ
（自主グループ）の数
事業対象・要支援・要介護以外の高齢者数



差
5.8万円

差
8.1％



介護予防の対象者像



人生100年時代 ライフステージに応じた支援とは
～統計でみた平均的なライフサイクル～

厚生労働省 社会保障と税の一体改革 資料



高齢者の予防戦略
高齢者の自立度の変化パターン（男性）を参考に

（図3）自立度の変化パターン全国高齢者20年の追跡調査
（出典）秋山弘子 長寿時代の科学と社会の構想 『科学』 岩波書店、2010

http://www.u-tokyo.ac.jp/ja/utokyo-research/feature-stories/toward-active-living-by-a-centenarian-generation/

70.1％



在宅高齢者の実態

自立
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常に見守り

が

必要25％

無回答

16％

2010東京都在宅高齢者実態調査

在宅で生活している高齢者のうち、
見守りが必要な高齢者は５０％



Frailty（フレイル）に関するステートメント
（日本老年医学会 2014）

Frailty（フレイル）とは，高齢期に生理的予備能が低下することで
ストレスに対する脆弱性が亢進し，生活機能障害，要介護状態，死
亡などの転帰に陥りやすい状態であり，筋力低下による筋肉の俊敏
性が失われて転倒しやすくなるような身体的問題のみならず，認知
機能障害やうつなどの精神・心理的問題，独居や経済的困窮など
の社会的問題を含む概念．

正常高齢者

要介護高齢者
虚弱高齢者
（フレイル）

健康寿命

寿命

予
備
能
力



日本版フレイル基準（J-CHS基準）

項目 評価基準 基本CL

体重減少 6か月で、２ｋｇ以上の（意図しない）体重減少 ＃１１

筋力低下 握力 男性＜２８ｋｇ 女性＜１８ｋｇ

疲労感 （ここ2週間）わけもなく疲れたような感じがする ＃２５

歩行速度 通常歩行速度＜1.0ｍ/秒

身体活動 ①軽い運動・体操をしていますか？
②定期的な運動・スポーツをしていますか？
上記の２つのいずれも「週に1回もしていない」と回答

※５つの評価基準のうち、３項目以上に該当するものをフレイル（Frail）、
1項目または2項目に該当するものをプレフレイル（Prefrail）,
いずれも該当しないものを健常（Robust）とする。

Satake S and Arai H，GeriatrGerontlInt,2020;20（１０）；９９２－９９３



フレイルサイクル（虚弱の悪循環）

食欲低下
摂取量↓

サルコぺニア
消費エネルギー量↓

基礎代謝↓
疲労・活力↓

筋力↓歩行速度↓活動度↓精神心理的問題
・認知機能障害
・抑うつ

社会的問題
・独居

・閉じこもり
・貧困

低栄養
体重↓

Xue QL,et al.J Gerontol A BiolSci 梅垣宏行訳
「フレイル―超高齢社会における最重要課題と予防戦略」

複数因子が関連し合って，虚弱状態となる．

身体的問題





介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラインについて（一部改正2022．6.27）



介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラインについて（一部改正2022．6.27）



要介護の原因

国民生活基礎調査の概要（令和元年）

老年症候群



老年症候群とは
加齢（老化）による機能低下と時に様々な（慢性・不顕性）症状が重複することで,

日常生活活動が低下する状態

鳥羽らの文献から引用



老年症候群：ADL，IADLの低下





老年症候群：低栄養

８４歳以下では肥満が低栄養を上回るが、８５歳以上になると割合は逆転し、低栄養が多くなる．
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老年症候群：うつ

令和2年度患者調査

千人

躁うつ病を含む気分（感情）障害では、６５歳以上になると女性患者数が著しく増加する



老年症候群：閉じこもり

市町村の閉じこもり割合は要介護認定者割合との間に0.4～0.6の相関関係．
特に，貧困者で1.48倍，地域交流に関して無回答者で1.32～1.34倍．



老年症候群：認知機能低下

結晶性知能＝保持・向上
言語力 理解力
洞察力 批判力
創造力 内省力
自制力 社会適応力

流動性知能＝低下
短期記憶力
図形処理力
処理のスピード



認知症と認知機能低下

MCI
有病率推定値13％

認知症
有病率推定値15％

認知症施策推進総合戦略
（新オレンジブラン）



老年症候群：口腔・嚥下機能低下

口腔内乾燥傾向

歯牙の喪失や義歯の
不適合

筋力低下・筋体積の
減少

認知症や興味の減退による
摂取量の低下

神経系の老化による
反射閾値の上昇と遅延

脳・神経・筋疾患の既往

喉頭の下降

頸椎の変形・可動域の
減少

食道入口部開大
持続時間の短縮

予備能の低下
内服薬



老年症候群：ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ機能低下（加齢性難聴）

「全国高齢者推計と10年後の年齢別難聴発症率」内田育恵ら．2012
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社会保障・人口問題研究所 基本調査「生活と支え合いに関する調査」2012年

毎日会話をする人の割合（人口問題研究所） 年齢別難聴発症率（内田）

80歳以上の男性の
約4人に一人は
毎日会話をしない

75歳以上では
約7割に難聴がある



難聴障害の評価

高齢期臨床における聴覚障害－高齢期臨床に携わる言語聴覚士が聴覚障害に適切に対処するためにー
日本言語聴覚士協会学術研究部成人聴覚小委員会2009



老年症候群：サルコペニア

腕 足

足の筋力は腕より1.5倍は低下しやすい＝老化は足から
25歳から低下。50歳を過ぎると年1％筋力低下

● 男性
○ 女性

年齢と関連する筋肉量の減少をサルコペニアと提案 (Rosenberg:Am J Clin Nutr, 1989)

福永哲夫:体力科学 52, 9-16, 2003.



老年症候群：転倒・骨折

・65歳以上の在宅高齢者の約20％が1年間に1回以上転倒。
・転倒した高齢者の10-15%が骨折する。

・年間16万人に大腿骨近位部骨折が生じ、そのうち半数で歩
行レベルが低下し、19%が寝たきりとなる。

・80歳代の女性の2人に１人は脊椎椎体圧迫骨折を有してい
る。



老年症候群：痛み

関節の構造	 

14/02/06	10:28	 Tokyo	Metropolitan	Ins tute	of	
Gerontology	

39	

関節軟骨	  

関節円板	  

関節包	  

関節液	  

軟骨：4-5mmの薄い層 
(70%水、20%コラーゲン; コンド
ロイチン硫酸、ヒアルロン酸)

摩擦係数：0.001

変形性腰椎症：3,790万人 (痛み：1,000万人)
変形性膝関節症：2,530万人 (痛み：8,00万人)

Yoshimura et al.: J Bone Miner Metab, 2009

30歳代から低下
年：0.013-0.035mm萎縮

60歳代:80％
80歳代：100%



老年症候群：尿失禁

70歳上の地域高齢者のうち，「月に1回以上の尿漏れ経験あり」の
うち，33.2％が「尿失禁」あり． （金，他．:日本公衛誌，2007）

腹圧性 切迫性 溢流性 機能性

症状 立ち上がり，咳，重い荷物
を持つことで失禁

トイレに行こうとして間に合わな
い，我慢できない

閉塞により膀胱に尿が充満し
溢れ出す失禁

膀胱に問題ないが，ADLや
認知症のため
トイレで排泄できない

原因 加齢，出産，便秘，咳 脳血管障害，神経疾患，骨
盤内手術の既往，脊椎疾患，
原因不明が多い

神経因性膀胱
前立腺肥大症
尿道狭窄

認知症
ADL低下

診断 問診 問診 超音波で残尿が多量 問診

治療 行動療法
β₂受容体作動薬
手術

行動療法
抗コリン薬
β₃作動薬

閉鎖の介助
尿道カテーテル
自己導尿

行動療法
環境整備

生活機能低下
活動性低下
（体力低下）

外出を控える
（閉じこもり）

尿失禁
（尿漏れ）



老年症候群：呼吸機能低下

70歳以上の地域高齢者のうち，24.4％は，肺機能検査で閉塞性
換気障害あり．

この数は，50歳未満の対象者の5.5倍の有症率

COPDの診断・治療をうけているのは10%未満

（Fukuchi et al.：Respirology, 2004）

閉塞性障害
（COPD）

活動性低下
（労作制限）

生活機能低下
筋力低下

（廃用症候群）



講義２ まとめ

• 訪問型と通所型の介護予防事業のうち、短期集中予防サービス（サービス
C）はサービス提供に言語聴覚士が関与するが、全国の実施率は未だ半
数に満たない

• 介護予防マニュアル第4版は、短期集中予防サービス（サービスC）におけ
る口腔機能向上、認知機能低下予防、それら複合プログラムについての進
め方について参考とする

• 介護予防事業において都道府県および市町村、地域包括支援センター等
の役割を理解し、連携をとることが重要である

• 市町村の行う事業としてプロセス、アウトプット、アウトカムの各側面からの
評価を行い、効果検証の視点が求められる

• 介護予防事業を行うあたり、対象者像をフレイルや老年症候群を踏まえ、
多面的に理解する
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